
（（（（平成平成平成平成    26262626    年度予算年度予算年度予算年度予算　　　　そのそのそのその２２２２））））

平成平成平成平成    27272727    年第年第年第年第    1111    回神奈川県議会定例会議案回神奈川県議会定例会議案回神奈川県議会定例会議案回神奈川県議会定例会議案





目 次

議 案 番 号 件 名 ページ

207定県第    号議案 平成26年度神奈川県一般会計補正予算（第 8 号） 1

第 1 表 歳入歳出予算補正 2

第 2 表 繰越明許費追加 5

第 3 表 繰越明許費変更 8

第 4 表 地方債変更 9





定 県 第 207 号 議 案

     平成 26262626 年度神奈川県一般会計補正予算（第 8888 号）

（歳入歳出予算の補正）

  平成26年度神奈川県一般会計の補正予算（第 8 号）は、次に定めるところによる。

第 1 条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ70億 2,344 万 7 千円を追加し、歳入歳

  予算の金額は、「第 1 表  歳入歳出予算補正」による。

  出予算の総額を歳入歳出それぞれ 1 兆 9,266 億 3,048 万 1 千円とする。

（繰越明許費の補正）

 2   歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

第 1 条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ70億 2,344 万 7 千円を追加し、歳入歳

 2   繰越明許費の変更は、「第 3 表  繰越明許費変更」による。

第 2 条  繰越明許費の追加は、「第 2 表  繰越明許費追加」による。

第 3 条  地方債の変更は、「第 4 表  地方債変更」による。

（地方債の補正）

平成27年 2 月26日 提出

神奈川県知事    黒    岩    祐    治
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第  表 歳入歳出予算補正1

歳 入

款 項 補正前の額 補 正 額 計

千円 千円 千円

4 地 方 交 付 税 76,762,108 738,520 77,500,628

1 地 方 交 付 税 76,762,108 738,520 77,500,628

8 国 庫 支 出 金 189,737,715 5,254,303 194,992,018

2 国 庫 補 助 金 82,963,831 5,254,303 88,218,134

11 繰 入 金 41,131,411 496,537 41,627,948

2 基 金 繰 入 金 40,149,178 496,537 40,645,715

13 諸 収 入 24,017,896 87 24,017,983

10 立 替 収 入 862,201 87 862,288

14 県 債 271,958,000 534,000 272,492,000

1 県 債 271,958,000 534,000 272,492,000

歳 入 合 計 1,919,607,034 7,023,447 1,926,630,481
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歳 出

款 項 補正前の額 補 正 額 計

千円 千円 千円

2 総 務 費 297,092,522 1,642,660 298,735,182

1 政 策 費 10,366,790 906,500 11,273,290

6 総 務 管 理 費 103,454,181 736,160 104,190,341

3 県 民 費 13,122,242 39,000 13,161,242

1 県 民 費 8,986,387 20,000 9,006,387

3 青 少 年 費 388,201 19,000 407,201

5 民 生 費 374,085,153 496,537 374,581,690

4 生 活 保 護 費 11,573,214 496,537 12,069,751

6 衛 生 費 41,851,027 32,000 41,883,027

1 公 衆 衛 生 費 16,229,120 32,000 16,261,120

7 労 働 費 13,505,044 132,000 13,637,044

3 雇 用 対 策 費 5,718,901 132,000 5,850,901

8 農 林 水 産 業 費 10,932,936 185,555 11,118,491

1 農 業 費 2,956,150 1,986 2,958,136

3 農 地 費 1,370,930 77,669 1,448,599

4 林 業 費 4,057,845 99,900 4,157,745

5 水 産 業 費 2,137,681 6,000 2,143,681

9 商 工 費 13,942,664 3,461,842 17,404,506

1 商 工 総 務 費 3,321,336 25,400 3,346,736

2 商 業 観 光 費 1,155,575 3,391,500 4,547,075

3 工 業 費 7,294,831 44,942 7,339,773

10 土 木 費 94,141,764 778,884 94,920,648

2 道 路 橋 り よ う 費 37,660,885 303,800 37,964,685
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款 項 補正前の額 補 正 額 計

千円 千円 千円

3 河 川 海 岸 費 14,626,218 259,167 14,885,385

4 砂 防 費 6,403,762 40,000 6,443,762

7 都 市 計 画 費 9,462,896 175,917 9,638,813

11 警 察 費 183,129,929 254,969 183,384,898

1 警 察 管 理 費 175,977,325 254,969 176,232,294

歳 出 合 計 1,919,607,034 7,023,447 1,926,630,481
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　第 2 表　繰越明許費追加

款 項 事　　　業　　　名 金　　額款 項 事　　　業　　　名

総 務 費2 906,500

政 策 費

20,000

906,500

金　　額

1

地方創生総合戦略策定費

千円

20,000地方創生総合戦略策定費

移 住 促 進 事 業 費

新たな観光の核づくり事業費 76,000

25,000

125,000地 域 づ く り 推 進 費

新たな観光の核づくり事業費 76,000

かながわシープロジェクト
推 進 費

370,000

56,000

196,500
県 西 地 域 活 性 化
プ ロ ジ ェ ク ト 推 進 費

未 病 産 業 推 進 事 業 費

20,000

39,000

38,000

県 民 費

プ ロ ジ ェ ク ト 推 進 費

1

3 県 民 費

大 学 連 携 事 業 費

ラ イ フ キ ャ リ ア 教 育
推 進 事 業 費

20,000

結 婚 支 援 事 業 費

青 少 年 費

19,000

19,0003

1 公 衆 衛 生 費

6 衛 生 費

7 労 働 費

32,000

32,000妊 娠 ・ 出 産 支 援 事 業 費

132,000

32,000

7 労 働 費

8 農林水産業費

132,0003 雇 用 対 策 費

107,886

132,000

地 域 し ご と 支 援 事 業 費 132,000
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金　　額款 項 事　　　業　　　名

1,9861 農 業 費
千円

農 業 参 入 促 進 事 業 費

4 林 業 費

県産木材活用総合対策事業費

99,900

1,986

1,986

99,900

1 農 業 費

9 商 工 費 3,461,842

6,000

県産水産物販売促進事業費 6,000

5 水 産 業 費

新 産 業 創 出 促 進 事 業 費

2 商 業 観 光 費

1

25,400

25,400

3,391,500

商 工 総 務 費

2,500

2,700,000

商 業 活 性 化 推 進 事 業 費

観 光 消 費 拡 大 事 業 費

11,000商店街免税販売推進事業費

70,000

3 工 業 費

8,000

外国人観光客誘致促進事業費

新 商 品 開 発 支 援 事 業 費

600,000

44,942

かながわ産品消費拡大事業費

ロボット産業特区推進費 3,430

3 工 業 費

生 活 支 援 ロ ボ ッ ト
実 用 化 促 進 費

18,270

生 活 支 援 ロ ボ ッ ト
普 及 ・ 定 着 促 進 費

12,900

44,942

10 土 木 費

10,342

17,500

17,500

普 及 ・ 定 着 促 進 費
12,900

中小企業国際化対策事業費

3 河 川 海 岸 費
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金　　額款 項 事　　　業　　　名

17,500河 川 環 境 整 備 事 業 費
千円

11

警 察 署 耐 震 補 強 工 事 費 254,969

254,969

警 察 費

1

17,500河 川 環 境 整 備 事 業 費

254,969

警 察 管 理 費

合　　　　　　　　　　　計 4,951,697
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　第 3 表　繰越明許費変更

補 正 前 補 正 後

10

款 項

道 路
橋りよう費

河川海岸費

1,193,619

10 2,773,997土木費

1,389,619

1,501,821

橋 り よ う 補 修 費

道路災害防除事業費

橋 り よ う 補 修 費

河 川 改 修 事 業 費

1,394,021

10 土木費

事 業 名

道路災害防除事業費

金　額事 業 名

河 川 改 修 事 業 費 2,763,997

補 正 前 補 正 後

土木費
道 路
橋りよう費

2

金　額

3

2

千円千円 千円千円千円 千円千円千円 千円

1,090,91710 土木費 7 都市計画費 915,000 都市再開発事業費

河川海岸費10 土木費 3

河川海岸費

砂 防 費

10 2,773,997

572,053

785,986

土木費

都市基盤河川改修費

通 常 砂 防 事 業 費 通 常 砂 防 事 業 費

都市基盤河川改修費

745,986

都市再開発事業費

河 川 改 修 事 業 費

10 土木費 4

河 川 改 修 事 業 費 2,763,997

537,053

3

1,090,91710 土木費 7 都市計画費 915,000 都市再開発事業費都市再開発事業費
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　第 4 表　地方債変更

補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

 (土木債)

 (警察債)

一 般 公 共
事 業 費

警 察 施 設
整 備 事 業 費

起債の目的

16,274,000

補　　　　　正　　　　　前

起債の方法

2,393,000

借入方法

償還の方法

補　　　　　正　　　　　後

限 度 額 限 度 額

16,676,000

2,525,000

借入先
　財務省、
　銀行又は
　その他

借入方法

年
5.0%
以内｡
ただ
し、
利率

償還期間
　据置期間
　を含め60
　年以内。
　ただし、
　財政の都

起債の方法

借入先
　財務省、
　銀行又は
　その他

償還期間
　据置期間
　を含め60
　年以内。
　ただし、
　財政の都

利率 償還の方法

年
5.0%
以内｡
ただ
し、
利率

利率

千円 千円

整 備 事 業 費 借入方法
　債券発行
　（他の地
　方公共団
　体との共
　同発行を
　含む｡)又
　は普通貸
　借の方法

借入方法
　債券発行
　（他の地
　方公共団
　体との共
　同発行を
　含む｡)又
　は普通貸
　借の方法

利率
見直
し方
式で
借り
入れ
る公
的資
金に

　財政の都
　合により
　償還年限
　を短縮し､
　繰り上げ
　し、又は
　低利債に
　借り替え
　ることが

　財政の都
　合により
　償還年限
　を短縮し､
　繰り上げ
　し、又は
　低利債に
　借り替え
　ることが

利率
見直
し方
式で
借り
入れ
る公
的資
金に　借の方法

　による。
　債券発行
　の場合に
　おける発
　行価格に
　ついては､
　知事が定
　める。

　借の方法
　による。
　債券発行
　の場合に
　おける発
　行価格に
　ついては､
　知事が定
　める。

金に
つい
て、
利率
の見
直し
を行
つた
後に
おい

　ることが
　できる。

償還財源
　一般歳入
　又はその
　他

　ることが
　できる。

償還財源
　一般歳入
　又はその
　他

金に
つい
て、
利率
の見
直し
を行
つた
後に
おい

借入時期
　平成26年
　度。ただ
　し、事業
　その他の
　都合によ
　り、その
　一部又は

借入時期
　平成26年
　度。ただ
　し、事業
　その他の
　都合によ
　り、その
　一部又は

おい
ては､
当該
見直
し後
の利
率と
する｡

おい
ては､
当該
見直
し後
の利
率と
する｡

　一部又は
　全部を翌
　年度に繰
　り延べ起
　債するこ
　とができ
　る。

　一部又は
　全部を翌
　年度に繰
　り延べ起
　債するこ
　とができ
　る。

その他 その他その他
　経済界そ
　の他の状
　況により
　長期債の
　借り入れ
　が適当で
　ないと認
　めるとき
　は、知事

その他
　経済界そ
　の他の状
　況により
　長期債の
　借り入れ
　が適当で
　ないと認
　めるとき
　は、知事　は、知事

　が適宜償
　還期間を
　定め、長
　期債を償
　還財源と
　する短期
　債をもつ
　て一時本

　は、知事
　が適宜償
　還期間を
　定め、長
　期債を償
　還財源と
　する短期
　債をもつ
　て一時本
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　て一時本 　て一時本



起債の目的
補　　　　　正　　　　　前

限 度 額 起債の方法 利率 償還の方法 限 度 額 償還の方法

補　　　　　正　　　　　後

起債の方法 利率

　起債にか 　起債にか
千円 千円

　起債にか
　えること
　ができる｡
　この場合
　長期債の
　借入時期
　は、短期
　債の償還
　終期まで

　起債にか
　えること
　ができる｡
　この場合
　長期債の
　借入時期
　は、短期
　債の償還
　終期まで

合　　　計 271,958,000 272,492,000

　終期まで
　延長する｡

　終期まで
　延長する｡
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